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事業承継ガイドラインの概要
 平成１８年に事業承継協議会より発表された「事業承継ガイドライン」につき、その内容を

１０年ぶりに⾒直し、中⼩企業庁より公表する。

【⽬的】
○事業承継の円滑化により、中⼩企業の技術・ノウ
ハウをしっかりと受け継ぎ、世代交代を通じた活性
化を促進

【背景】
○経営者の⾼齢化が進展（団塊世代の引退）
○放置すれば技術・ノウハウの喪失
○円滑な世代交代による事業の活性化も期待

○事業承継に向けた５ステップ
１．事業承継への準備の必要性認識
２．経営状況等の把握（⾒える化）
３．経営改善（磨き上げ）
（親族内・従業員承継）
４．事業承継計画策定
（社外への引継ぎ）
４．マッチング実施
５．事業承継の実⾏

※この過程で⽣ずる諸課題に対して、 公的な
⽀援策や各種ツールを活⽤

○事業承継診断の導⼊
 事業承継に向けた早期かつ計画的な

準備への着⼿を促すツールとして、事
業承継診断を導⼊

 事業承継診断を通じて、⽀援機関と
経営者の間での「事業承継に関する
対話」を喚起

 事業承継に向けた準備の必要性を気
付くきっかけとし、把握された課題に応
じて適切な⽀援機関へ繋ぐツールとす
る

○地域における事業承継⽀援体制強化
 地域の将来に責任を有する都道府県

のリーダーシップのもと、地域に密着した
⽀援機関をネットワーク化

 よろず⽀援拠点や事業引継ぎ⽀援セ
ンター等とも連携する体制を国のバック
アップの下で早急に整備

 各⽀援機関の強みを活かしつつ、
個々の事業者の課題に応じたシーム
レスな⽀援を実施

取組の内容 取組の促進ツール 取組の促進体制
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早期・計画的な取組の促進
※60歳を着⼿の⽬安とする



事業承継診断書のイメージ

事業承継診断の流れ

（気付き）
事業承継診断書に基づく事業承継の
準備状況等の簡易チェック

診断後、現状を把握した上で対策の⽅
向性を検討。

診断結果等を踏まえて事業承継に向
けた準備を開始。
（事業再⽣、廃業の場合もあり）

事業承継診断
実施

専⾨家への取り次ぎ
・

⾃らの⽀援を実施

⾒える化、磨き上げ、事業承継計画の作成等へ

事業者への
定期訪問

企業の現状の把握
・

⽀援の⽅向性検討

＋

事業承継に向けた早期取組の重要性（事業承継診断の実施）
 早期取組の重要性を明記するとともに、事業承継に向けた早期かつ計画的な準備への着

⼿を促すツールとして、事業承継診断を紹介。
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事業承継に向けた５ステップ
 円滑な事業承継の実現のためには、５つのステップを経ることが重要である旨を明記。

○事業承継に向けた準備の必要性の認識
事業承継に向けた早期・計画的な準備着⼿を促すため、「事業

承継診断」や、⽀援機関と経営者の間の事業承継に関する対話の
促進等に取り組む。

○経営状況・経営課題等の把握（⾒える化）
会計要領等のツールを活⽤しながら、経営状況等を⾒える化する

ことを通じ、課題に対する早期対応を促す。
（中⼩会計要領・ローカルベンチマーク・知的資産経営報告書等の活⽤）

○事業承継に向けた経営改善（磨き上げ）
現経営者が将来の事業承継を⾒据え、本業の競争⼒強化等の経営

改善を⾏うことで、後継者が後を継ぎたくなるような経営状態への
引き上げを図る。

○事業承継計画策定（親族内・従業員承継）
親族内・従業員承継の場合、事業計画を踏まえ、株式等の事業⽤

資産や代表権の承継時期を記載した事業承継計画を後継者とともに
策定し、事業承継の円滑化を図る。

○マッチング実施（社外への引継ぎ）

○事業承継・Ｍ＆Ａ等の実⾏
株式・事業⽤資産や経営権の承継を実⾏する。

○ポスト事業承継
後継者による、新たな視点での事業の⾒直し等への挑戦を促進。

＜各ステップの内容＞
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事業承継⽀援体制の強化
 ⽀援機関相互の連携を図りつつ、ステップ毎の⽀援を切れ⽬無く⾏う体制を構築すること

が必要であることを明記。

○地域の将来に責任を有する都道府県のリーダーシップのもと、地域に密着した⽀援機関をネットワーク化し、
よろず⽀援拠点や事業引継ぎ⽀援センター等とも連携する体制を国のバックアップの下で早急に整備する。
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（参考）ガイドラインでの紹介事例の⼀例

業績が低迷していた中⼩企業の社⻑Ａ（76歳）は、⾼齢を理由に後継者である⼦Ｂに社⻑職を譲り代表権の
ある会⻑に就任した。しかし、会社の実権を渡すのは時期尚早として、株式はAが継続して100％を保有していた。
社⻑交代以降、Ｂは急速な経営改⾰を断⾏し、新規顧客の開拓や利益率の改善等により会社の業績は回復。

単年度の⿊字転換も果たし、若⼿従業員のモチベーションも向上していた。
しかし、Ａは会社運営に関する相談を持ちかけられなかったことへの不満や、古参従業員からの苦情もあり、臨時株

主総会を開催してＢを解任してしまった。
社⻑に返り咲いたＡを中⼼に事業は続けられているが、社内の不和を主因として⾚字に転落。取引先からは不⾃

然な社⻑交代に関する問い合わせが相次ぎ、取引継続に関する不安が⾼まっていた。Ｂとしては、再度社⻑に復帰
して業績回復を実現したいとしているが、Ａの了解が得られず膠着状態が続いている。

○対策を講じないまま⼦に社⻑職を譲り、社⻑解任に⾄ったケース

電化製品の⼩売業を営む中⼩企業の社⻑Ａ（70歳）には、後継者候補として⼤都市圏の⼤学を卒業し、その
まま同地の同業者に就職した⼦Ｂがいた。Ｂは⾃社の将来性を悲観しており、そのまま⼤都市圏に住み続けることを
決めていた。
そろそろ事業承継の話をすべき時期だと感じたＡがＢに承継を打診したところ、Ｂからはあっさり断られてしまった。事

業の存続をあきらめきれなかったＡは、⼀念発起して後継者が継ぎたくなるような会社にしようと⾃社の磨き上げに着
⼿した。
これまでは電化製品の⼩売のみで事業収益性が低かったことから、⼤型製品の販売から据付⼯事まで⼀貫した対

応を開始したところ、引き合いが増加。今ではこれまでの数倍の売上⾼を誇るに⾄った。
帰省した際に⾃社の変貌ぶりに驚いたＢは、⾃分が関与することにより事業拡⼤の可能性が⾼いことを実感し、事

業承継を決意した。今では⼆代⽬経営者として⾃社の事業拡⼤に尽⼒している。

○新規事業開発を通じた業容拡⼤により、後継者が戻ってきたケース
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（参考）事業承継を中⼼とする事業活性化に関する検討会
＜事業承継を中心とする事業活性化に関する検討会 委員＞ ＜事業承継ガイドライン改訂小委員会 委員＞
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（参考）事業承継を中⼼とする事業活性化に関する検討会

＜開催状況＞

⽇程 議題

第1回 平成28年4⽉26⽇
・事業承継に関する現状と課題
・事業承継税制の検証と⾒直し
・ガイドライン改訂の⽅向性、進め⽅

第2回 平成28年5⽉31⽇

・前回の検討会で議論された現状と課題に関する論点について
・中⼩企業経営者への事業承継に関するヒアリング結果について
・⾃治体の取り組みについて
・静岡県事業引継ぎ⽀援センターの取り組みについて
・多摩信⽤⾦庫の取り組みについて
・東京都墨⽥区の取り組みについて

第3回 平成28年6⽉30⽇ ・事業承継⽀援体制の検討と事業承継（⾃⼰）診断等の活⽤について
・事業承継税制⾒直しの⽅向性について

第1回ガイドライン
改訂⼩委員会 平成28年7⽉12⽇ ・事業承継⽀援策（プレ承継）に関する論点について

・事業承継ガイドライン⾻⼦案について

第4回 平成28年7⽉25⽇ ・事業承継税制の⾒直しについて
・取引相場のない株式の評価⽅式の⾒直し

第5回 平成28年9⽉21⽇
・「事業承継ガイドライン（案）」について
・「事業承継を中⼼とする事業活性化に関する検討会 中間報告（案）」について
※第2回事業承継ガイドライン改訂⼩委員会と合同開催

平成28年11月28日 中小企業政策審議会 第8回基本問題小委員会に報告
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（参考１） 中⼩企業の事業承継の現状と課題
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（出典）総務省「経済センサス-基礎調査」「事業所・企業統計調査」総務省・経済産業省「平成24年経済センサス-活動調査」
（注）1.企業数＝会社数＋個⼈事業所（単独事業所及び本所・本社・本店事業所）数とする。

2. 2009年、2014年経済センサス基礎調査の調査時点は7⽉1⽇であり、2012年経済センサス活動調査の調査時点は2⽉1⽇である。
3.経済センサスでは、商業・法⼈登記等の⾏政記録を活⽤して、事業所・企業の捕捉範囲を拡⼤しており、本社等の事業主が⽀所等の情報も
⼀括して報告する本社等⼀括調査を導⼊しているため、「事業所・企業統計調査」による結果と単純に⽐較することは適切ではない。

⼩規模
423 ⼩規模
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⼩規模
366 ⼩規模
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⼩規模
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61 中規模
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中規模
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54

中規模
54

中規模
51 中規模

56

⼤企業
1.43 ⼤企業

1.34 
⼤企業
1.23 ⼤企業

1.24 
⼤企業
1.19 

⼤企業
1.06 

⼤企業
1.11 

1999 2001 2004 2006 2009 2012 2014

⼩規模事業者 中規模企業 ⼤企業
（万者）

経済センサス事業所・企業統計調査

中⼩企業
484万者 中⼩企業

469万者 中⼩企業
433万者

中⼩企業
420万者

中⼩企業
420万者 中⼩企業

385万者
中⼩企業
381万者

○この15年間で約100万者減少。リーマンショック後に急減したが、直近の2年間は減少ペースが緩やかに。

企業数の推移
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中⼩企業の経営者年齢の分布（年代別）図1
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30歳～ 45歳～ 60歳～ 75歳

（万⼈）

1995年

2000年

2005年

20年間で経営者年齢の
⼭は47歳から66歳へ移動

2010年

2015年

(出典)中⼩企業庁委託「中⼩企業の成⻑と投資⾏動に関するアンケート調査」(2015年12⽉、株式会社帝国データバンク)、
(株)帝国データバンク「COSMOS1企業単独財務ファイル」、「COSMOS2企業概要ファイル」再編加⼯

2020年頃に団塊経営者の⼤量引退期が到来

経営者の平均引退年齢の推移図2

○中⼩企業経営者の年齢のピークは66歳に。（図1）
○直近の経営者の平均引退年齢は、中規模企業で67.7歳、⼩規模事業者では70.5歳となっている。（図2）
⇒ 2020年頃に数⼗万の団塊経営者が引退時期にさしかかる。

(出典)中⼩企業庁委託「中⼩企業の事業承継に関するアンケート調査」
（2012年11⽉、(株)野村総合研究所）
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○直近10年では法⼈経営者の親族内承継の割合が急減し、従業員や社外の第三者といった親族外承継が６割超
に達した。

○近年、⼦を中⼼とする親族内承継が極めて困難となっており、やむを得ず親族外承継に⾄る事例が増加しているもの
と考えられる。親族内承継を希望する場合、後継者確保のためにも磨き上げ（経営改善等）が不可⽋。

事業承継の形態の多様化〜親族外承継の増⼤〜

経営者の在任期間別の現経営者と先代経営者との関係

26.7%

45.5%

57.0%

66.9%

73.0%

75.5%

82.5%

83.5%

7.6%

9.5%

14.5%

9.3%

12.4%

9.6%

7.4%

9.2%

26.4%

24.4%

17.6%

12.1%

9.1%

11.7%

6.5%

3.7%

39.3%

20.6%

10.9%

11.7%

5.5%

3.2%

3.7%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0年以上5年未満
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10年以上15年未満

15年以上20年未満

20年以上25年未満

25年以上30年未満

30年以上35年未満

35年以上40年未満

息⼦・娘 息⼦・娘以外の親族 親族以外の役員・従業員 社外の第三者

（出典）中⼩企業庁委託「中⼩企業の資⾦調達に関する調査」
（2015年12⽉、みずほ総合研究所（株））（再編・加⼯） 11



○経営者年齢が上がるほど、投資意欲の低下やリスク回避性向が⾼まる。経営者が交代した企業や若年の経営者
の⽅が利益率や売上⾼を向上させており、計画的な事業承継は成⻑の観点からも重要。

経営者の年代別に⾒た成⻑への意識図１

今後３年間の投資意欲図２
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49歳以下 50歳以上〜59歳以下

60歳以上〜69歳以下 70歳以上

(％)

（資料）図１,２：中⼩企業庁委託「中⼩企業の成⻑と投資⾏動に関するアンケート調査」(2015年12
⽉、(株)帝国データバンク) 図３：(株)帝国データバンク「COSMOS1企業単独財務ファイル

」、「COSMOS2企業概要ファイル」再編加⼯ (注)2007年度時点で55歳〜64歳の経営者につい
て、2007年度から2008年度にかけて経営者の交代の有無により、経常利益率を⽐較。
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経営者交代による経常利益率の違い図３

事業承継による若返りで投資・売上が拡⼤

直近3年間の売上⾼の傾向(年齢世代別)図４
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決定企業, 
12.4%

未定企業, 
21.8%

廃業予定企業, 
50.0%

時期尚早企業, 
15.9%

後継者難による廃業の可能性
○60歳以上の経営者のうち、50％超が廃業を予定しており、特に個⼈事業者においては、約7割が「⾃分の代で

事業をやめるつもりである」と回答している。
○廃業の理由としては、「当初から⾃分の代でやめようと思っていた」が38.2％で最も多く、「事業に将来性がない」が
27.9％で続く。また、「⼦供に継ぐ意思がない」、「⼦供がいない」、「適当な後継者が⾒つからない」との後継者難
を理由とする廃業が合計で28.6％を占めている。

後継者の決定状況について
(n=4104)

（出典）2016年2⽉ ⽇本政策⾦融公庫総合研究所「中⼩企業の事業承継に関するインターネット調査」（再編・加⼯）

廃業予定企業の廃業理由
(n=1929)
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＜事業形態別の廃業予定者割合＞
法人経営者：３割が廃業予定
個人事業者：７割が廃業予定

28.6％
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廃業予定企業の中にも好業績企業が存在

○廃業予定企業であっても、3割の経営者が、同業他社よりも良い業績を上げていると回答し、今後10年間の将来性
についても4割の経営者が少なくとも現状維持は可能と回答している。

○事業者が事業承継を選択しない場合には、上記のような企業もそのまま廃業する可能性が⾼く、それにより当該企業
が維持している雇⽤や技術、ノウハウが失われてしまう可能性が⾼い。

（出典）2016年2⽉ ⽇本政策⾦融公庫総合研究所「中⼩企業の事業承継に関するインターネット調査」（再編・加⼯）

20.7%

23.7%

5.5%

27.3%

57.8%

48.7%

35.4%

43.8%

19.0%

23.9%

33.4%

23.5%

2.5%

4.6%

25.6%

5.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

決定企業
(n=293)

未定企業
(n=768)

廃業予定企業
(n=1973)

時期尚早企業
(n=1080)

成長が期待できる

成長は期待できないが現状維持は可能

事業を継続することはできるが、今のままでは縮小してしまう

事業をやめざるを得ない

同業他社と⽐べた業績

7.4%

7.2%

3.0%

6.7%

54.7%

49.3%

27.6%

44.2%

32.1%

36.0%

45.6%

38.6%

5.7%

7.6%

23.9%

10.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

決定企業
(n=293)

未定企業
(n=768)

廃業予定企業
(n=1973)

時期尚早企業
(n=1080)

良い やや良い やや悪い 悪い

今後10年間の事業の将来性
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○７０代、８０代の経営者でも、準備が終わっていると回答した企業は半数以下。
○後継者、株や事業⽤資産の整理は終わっていない企業が多い。

事業承継の準備内容（n=1,187）代表者の年齢別にみた事業承継の準備状況

過半の企業で事業承継の準備は進んでいない

（出典）中⼩企業庁委託「中⼩企業における事業承継に関するアンケート・ヒアリング調査」
（201６年２⽉、㈱帝国データバンク）（再編・加⼯）

（注）法⼈（資産1億円以上）の経営者に対して⾏ったアンケート結果
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（参考２）⽀援機関の現状と課題
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事業承継の⽀援体制（事業承継診断の導⼊）
○円滑な事業承継を促すため、国のバックアップの下、県がリーダーシップをとり、地域の商⼯会・商⼯会議所、⾦融
機関、⼠業等のネットワーク化を図ることが必要。早期・計画的な事業承継準備の気付きを事業者に与えるため、
「事業承継診断」を導⼊し、事業承継ニーズを掘り起こす。

○よろず⽀援拠点や引継ぎセンターと連携し事業承継をサポート。
【かかりつけ医】 【総合医】 【専⾨医】

中
⼩
企
業
︵
経
営
者
︶

Ｍ＆Ａ等の⽀援が必要な場合

経営⽀援と⼀体となった事業
承継⽀援等

事業承継診断

意識低い

必要に応じて事業承継診断を実施
相談 よろず⽀援拠点

47ヶ所、CO47⼈、SCO361⼈

ＤＭによる⾃⼰診断を送付
相談

ミラサポ専⾨家派遣

登録専⾨家7,466⼈
（うち事業承継専⾨2,279⼈）

（

事業引継ぎ⽀援センター

ＰＭ29⼈、SＭ46⼈、
専⾨相談員26⼈

Ｍ＆Ａ等⽀援

経営の可視化、磨き上げ、
事業承継計画作成⽀援商⼯会

1,661ヶ所、経営指導員4,104⼈

⼠業等専⾨家
税理⼠ 約7.4万⼈、 会計⼠ 約3.5万⼈
弁護⼠ 約3.5万⼈、診断⼠ 約2.3万⼈

⾦融機関
約550機関、約2万店舗
（信⾦・信組で約9000店舗）

商⼯会議所
515ヶ所、経営指導員3,437⼈

同業種組合
全中会員団体 約2.7万団体

事業承継ネットワーク
（47都道府県毎）

意識⾼い

親族内承継が必要な場合

地域PF
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センターにおける⽀援の流れ
①相談対応（⼀次対応）
・相談対応を通じ、事業引継ぎ⽀援の実施の可否を判断。

②登録機関への橋渡し（⼆次対応）
・相談案件をセンターの登録機関（仲介業者、⾦融機関等）
に取り次ぐ。

③センターによるマッチング（三次対応）
・マッチング相⼿がいる場合や登録機関の不調案件をセンターが
⼠業法⼈等を活⽤してマッチングを実施。

⽀援スキーム

事業引継ぎ
⽀援センター

（データベース）

マッチング
（希望条件が合致した場合）

事業引継ぎ実現

・後継者不在
中⼩企業等 ・譲受希望企業等

○後継者不在の中⼩企業の事業引継ぎを⽀援するため、平成２３年度より、中⼩企業のＭ＆Ａを⾏う事業引継ぎ⽀援
事業を開始。これまでに、事業引継ぎ⽀援センターの全国展開を実現。

○発⾜以来、約１万４千社の相談に応じ、５５０件超の事業引継ぎを実現した。

地域の公的
機関
29%

DM・HP
27%

⾦融機関
16%

セミナー
6%

メディア広告
4%

よろず・再協
2%

税理⼠
2% その他

17%

平成27年度ルート別相談割合（相談全体）

出所：中⼩企業引継ぎ⽀援全国本部

事業引継ぎ⽀援センターの現状

相談社数 事業引継ぎ件数

年度 累計

0  17  33 

102 

209  196 

50 

152 

361 

557 

0

100

200

300

400

500

600

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度
4-9⽉

994 
1,634 

2,894 

4,924 

3,196 

250 
1,244 

2,878 

5,772 

10,696 

13,892 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度
4-9⽉

18



順位 内容
1売上げ拡⼤ 64086
2施策活⽤ 19546
3事業計画策定 14886
4経営改善・事業再⽣ 13716
5創業・販路提案 12587
6販路提案 11976
7経営知識 11465
8広報戦略 9341
9IT活⽤(情報発信) 9194

10商品開発 8207
11資⾦繰り 6911
12現場改善・⽣産性向上 4542
13広告デザイン 3761
14雇⽤・労務 3450
15事業連携 2858
16市場設定 2701
17事業承継 2050
18市場調査 1843
19商品デザイン 1824
20法律 1664
21地域資源活⽤ 1507
22IT活⽤(内部管理) 1431
23海外展開 1339
24知的財産 1220
25廃業 351
26再チャレンジ 271
27債権保全・債権回収 269
28その他(⼤) 18603
29その他（中） 11755

合計 243354

○中⼩企業の地域におけるワンストップ窓⼝として、中⼩企業庁が全国に設置しているよろず⽀援拠点に対する相談の
うち、事業承継に関しては年間2000件あまりの相談（全体の約1％）があった。

○相談件数が多いものとしては、売上げ拡⼤、施策活⽤、事業計画策定、経営改善・事業再⽣といったものが挙げら
れる。

よろず⽀援拠点への事業承継相談件数
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地域の状況

○都道府県別の経営者の平均年齢の推移を⾒ると、地域によって若⼲の濃淡はあるものの、全体ではこの25年で5歳
以上上昇。

○開廃業率を⾒ると、開業率は、地域間格差が⼤きい（最⼤で2倍以上の差）⼀⽅、廃業率はバラツキが⼩さい。
○各地域における状況を認識し、地域の実情を踏まえてきめ細かく事業承継⽀援を⾏っていくべきではないか。

【都道府県別経営者の平均年齢】

1990年 2015年 対90年 1990年 2015年 対90年
北海道 54.3 59.7 5.4滋賀県 54.3 57.8 3.5
⻘森県 53.9 60.5 6.6京都府 54.4 58.8 4.4
岩⼿県 54.8 61.3 6.5⼤阪府 54.5 58.3 3.8
宮城県 53.9 59.7 5.8兵庫県 54.5 58.7 4.2
秋⽥県 53.8 60.9 7.1奈良県 54.2 58.7 4.5
⼭形県 55.5 60.6 5.1和歌⼭県 54.5 59.2 4.7
福島県 54.1 59.5 5.4⿃取県 54.4 59.7 5.3
茨城県 53.3 59.7 6.4島根県 55.1 60.7 5.6
栃⽊県 53.0 59.6 6.6岡⼭県 53.9 58.6 4.7
群⾺県 53.4 59.4 6.0広島県 53.9 59.1 5.2
埼⽟県 53.0 59.2 6.2⼭⼝県 54.8 59.3 4.5
千葉県 52.9 59.6 6.7徳島県 53.1 59.8 6.7
東京都 54.3 58.9 4.6⾹川県 54.7 59.2 4.5
神奈川県 53.5 59.9 6.4愛媛県 53.8 58.7 4.9
新潟県 54.6 60.1 5.5⾼知県 54.1 60.5 6.4
富⼭県 55.0 59.6 4.6福岡県 53.5 58.5 5.0
⽯川県 54.2 58.6 4.4佐賀県 54.6 59.5 4.9
福井県 53.5 59.2 5.7⻑崎県 54.0 60.0 6.0
⼭梨県 53.1 59.7 6.6熊本県 52.7 59.1 6.4
⻑野県 54.5 59.9 5.4⼤分県 53.7 58.8 5.1
岐⾩県 54.6 58.9 4.3宮崎県 53.0 59.0 6.0
静岡県 54.3 59.7 5.4⿅児島県 53.6 59.6 6.0
愛知県 54.2 58.3 4.1沖縄県 51.5 58.2 6.7
三重県 53.9 58.0 4.1全体 54.0 59.2 5.2

（出典）帝国データバンク「特別企画：2016年全国社長分析」(2016)

【都道府県別の開廃業率】

（出典）厚生労働省「雇用保険事業年報」(2012)

（％）

沖縄県 7.1 鳥取県 4.3 島根県 4.6 佐賀県 3.8
宮城県 6.9 栃木県 4.2 山梨県 4.5 熊本県 3.8
千葉県 5.6 岡山県 4.1 北海道 4.5 鹿児島県 3.8
福島県 5.3 岐阜県 4.1 大分県 4.4 長野県 3.7
福岡県 5.2 静岡県 4.0 愛知県 4.2 群馬県 3.7
埼玉県 5.1 群馬県 4.0 山形県 4.2 青森県 3.7
愛知県 5.1 山梨県 4.0 高知県 4.1 広島県 3.6
宮崎県 5.1 石川県 4.0 岡山県 4.1 兵庫県 3.6
三重県 5.0 高知県 3.9 大阪府 4.1 新潟県 3.6
岩手県 4.9 滋賀県 3.9 三重県 4.0 栃木県 3.6
熊本県 4.9 香川県 3.9 宮城県 4.0 香川県 3.6
奈良県 4.8 福井県 3.8 宮崎県 4.0 愛媛県 3.6
大阪府 4.8 山形県 3.8 沖縄県 4.0 福井県 3.5
茨城県 4.7 愛媛県 3.7 徳島県 4.0 鳥取県 3.5
神奈川県 4.7 和歌山県 3.7 東京都 4.0 岩手県 3.5
鹿児島県 4.7 広島県 3.7 京都府 4.0 和歌山県 3.4
東京都 4.6 秋田県 3.5 岐阜県 4.0 富山県 3.4
兵庫県 4.5 富山県 3.5 福岡県 3.9 福島県 3.3
佐賀県 4.5 青森県 3.4 石川県 3.9 千葉県 3.3
北海道 4.5 島根県 3.3 山口県 3.9 埼玉県 3.3
山口県 4.5 長野県 3.3 長崎県 3.9 神奈川県 3.3
長崎県 4.5 徳島県 3.2 滋賀県 3.9 秋田県 3.2
大分県 4.4 新潟県 3.1 奈良県 3.8 茨城県 3.0

京都府 4.4 全国計 4.6 静岡県 3.8 全国計 3.8

開業率 　　　　　　　　廃業率
＝平均年齢が５歳以上上昇

廃業率
＝開業率が廃業率を下回る
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①地域における事業承継⽀援の⼀例

【秋⽥県】
・平成25年度に秋⽥県中⼩企業⽀援ネット
ワークに事業承継ＷＧを設置している。

・事業承継相談推進員を５名設置する事で、
ニーズを掘り起こす。

・商⼯会連合会や商⼯会議所等を通じて、
後継者育成塾を３カ所にて開催。

【岐⾩市】
（事業承継サポート補助⾦）
・Ｍ＆Ａによる事業承継を⾏う際の専⾨家に
⽀払う着⼿⾦を補助。
（補助率1/2、上限50万円）

【栃⽊県】
（エキスパートバンク制度）
・事業承継等の課題を抱えた⼩規模事業者等に対して、
商⼯会・商⼯会議所を通じた専⾨家派遣を補助。

（とちぎ地域企業応援ネットワーク）
・⾃治体・商⼯団体・⾦融機関等の⽀援ネットワークを
組織して、情報共有を実施。当該ネットワーク内に
事業承継⽀援ＰＴを設けている。

【墨⽥区】（詳細次⾴）
・平成26年度から区内の製造業の事業承継を⽀援
するため、事業者間マッチング事業を開始。

・平成28年10⽉に東商墨⽥⽀部を中⼼に
社⻑60歳「企業健康診断」事業を実施。

【島根県】
・平成28年度より、事業承継総合⽀援事業
を開始。当該事業の中で、セミナーや事業
承継の専⾨家の配置、外部専⾨家派遣、
個社に対する助成⽀援等を⾏う。

【静岡県】
（事業承継資⾦）
・引継ぎセンターや認定⽀援機関の指導の下、事業承継
計画を策定した者に対する制度融資
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ものづくり資産のマッチング⽀援事業（地域内事業承継⽀援事業）
墨⽥区は、平成26年度から区内の製造業の事業承継を⽀援するため、事業者間マッチングを開始（2年間で71社

⽀援実施）
ピーク時（昭和45年）には区内に１万者の事業者（製造業）が存在したが、⾜下では3,000社まで減少。平成

25年に実施したアンケートにおいて、3,000社中550社が廃業を検討しているとの調査結果を受けて、事業化を決定。

対象企業（※）への意向確認

カルテ・⽀援計画の作成

ものづくり資産（※）マッチング マッチング以外（事業再⽣・M&A）

（※）アンケートで廃業を検討しているとした事業者及び廃業企業の
資産等の譲受けを希望する事業者申込み有り

成⽴ 不成⽴

成約 再ﾏｯﾁﾝｸﾞ 事業承継協⼒⽀援機関（※）
へ引継ぎ

（※）Ｍ＆Ａ・・・東京都事業引継ぎ⽀援ｾﾝﾀｰ
⼈材・・・(株)パソナ
再⽣・・・東京都再⽣⽀援協議会
債務超過・・・東商経営安定特別相談室
廃業・・・⾏政書⼠等

（※）ものづくり資産・・・取引先、⼈材、⼟地・⼯場、機械・設備など

（参考）事業承継に係る⾃治体の取組の例（墨⽥区）
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